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第１章 はじめに 
 

 

 

本市の公共交通ネットワークは、東西方向の「鉄道（JR 阪和線、南海電鉄南海本線）」と

南北方向の「路線バス（南海ウイングバス、和歌山バス那賀）」、市内を循環する「コミュニ

ティバス」や「タクシー」等で構成されており、これら公共交通は、本市の暮らしと産業を

支え、住みよい生活を営む上で欠かせない存在です。一方、人口減少や少子高齢化の進行に

加え、新型コロナウイルス感染症の拡大によるライフスタイルの変化などによって地域公共

交通を取り巻く状況は、年々厳しさを増しています。 

そうした状況を踏まえ、円滑な移動環境の実現や、持続可能な公共交通の確保をめざし、

本市にとって望ましい地域旅客運送サービスの姿を明らかにするマスタープランとして「泉

佐野市地域公共交通計画」を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１ 計画の背景と⽬的 

地域公共交通計画とは 

地域公共交通計画は、「地域にとって望ましい地域旅客運送サービスの姿」を明らかにする

「マスタープラン」としての役割を果たすものです。国が定める「地域公共交通の活性化及び

再生の推進に関する基本方針」に基づき、地方公共団体が地域の移動に関する関係者からなる

法定協議会を開催し、交通事業者や地域の関係者との協議を重ね、作成していくものです。 

この計画においては、従来のバスやタクシーといった既存の公共交通サービスを活用した

上で、必要に応じて自家用有償旅客運送やスクールバス、福祉輸送、病院・商業施設・宿泊施

設・企業などの既存の民間事業者による送迎サービス、物流サービス等の地域の多様な輸送資

源についても活用する取組を盛り込むことで、持続可能な地域公共交通の提供を確保するこ

とを求められています。その際は、IC カード・二次元コード等のキャッシュレス決済の導入

促進、更には MaaS、オンデマンド交通における AI 活用の取組、自動運転などの技術も活用し

て生産性を向上しつつ、地域の高齢者、子育て世代や外国人旅行者も含めた幅広い利用者に

とって使いやすいサービスが提供されることが必要とされています。 

（参照：国土交通省「地域公共交通計画等の作成と運用の手引き 理念編 第 4 版（令和 5年 10 月）」） 
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本計画は、「地域公共交通活性化再生法」に基づく「地域公共交通計画」として位置づけ

ます。 

また、本市の上位計画である「泉佐野市総合計画」に即するとともに、「泉佐野市都市計

画マスタープラン」等の関連計画との相互の連携・整合を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 泉佐野市地域公共交通計画の位置づけ 

 

 

 

 

（１）計画期間 

計画期間は、令和 7（2025）年度から令和 16（2034）年度までの 10 年間とします。ま

た、目標の達成状況や社会・経済情勢などの変化等に応じて、適宜必要な見直しを行うこと

とします。 

 

（２）計画区域 

計画区域は、泉佐野市全域とします。 

 

２ 計画の位置づけ 

各分野の計画 

泉佐野市総合計画 

 

都市分野の計画 

 

即する 即する 

泉佐野市都市計画 

マスタープラン 

泉佐野市地域公共交通計画 

連携・整合 

まち・ひと・しごと創生総合戦略 

公共施設等総合管理計画 

泉佐野市地域福祉計画 

地域福祉活動計画 

介護保険事業計画及び高齢者福祉計画 

泉佐野市障害者計画 

連携 
・ 
整合 

3 計画の枠組み 
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第３章 地域公共交通の課題 
 

 

 

本市のまちづくりにおける地域公共交通の方針と、地域公共交通の現状を踏まえ、解決すべ

き課題を設定しました。 

 

課 題 一 覧 

 

課題１ 歩いて暮らせるまちの実現に向けた公共交通ネットワークの構築・強化が必要 

 

 

 

 

課題２ 利用者を増やすための市民ニーズに対応した公共交通サービスの維持・向上が必要 

 

 

 

 

 

 

課題３ 様々な層の利用者にとって利用しやすい公共交通環境の形成が必要 

 

 

 

 

 

 

課題４ 日々変化する社会問題・課題への対応・調整が必要 

 

 

 

 

 

 

 

  

１ 泉佐野市の地域公共交通の課題 

視点１ 公共交通不便地域の解消 

視点２ 子ども・高齢者・障害者など様々な層の移動手段の確保 

視点１ 市民ニーズへの対応 

視点２ 潜在ニーズに応え新たな利用者を確保 

視点３ クルマ社会からの脱却 

視点１ 待合環境などの利用環境の改善 

視点２ 公共交通利用マナーの向上 

視点３ モビリティマネジメントの推進 

視点１ 脱炭素社会の実現に向けた対応 

視点２ 新技術の活用 

視点３ 運転手不足への対応 

視点４ 時代のニーズへの対応 
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課題１ 歩いて暮らせるまちの実現に向けた公共交通ネットワークの構築・強化が必要 

 

 

 

問 題 点 

・市内の公共交通が人口の 90％以上を

カバーしているものの、駅やバス停

に徒歩でアクセスできない交通不便

地域が点在している 

・無料のコミュニティバスの沿線から

はずれた地域の市民には不公平感が

ある状況 

 

課 題 

・居住地域に関わらず、公共交通サー

ビスを受けることができるように、

整備する必要がある 

 

 

 

 

 

 

 

問 題 点  課 題 

・高齢になるほど、日常の移動に対して不安を

感じている 

 ・どの年代も日常の移動に困らないような公

共交通ネットワークの構築が必要 

 

  

２ 問題点と課題 

視点１ 公共交通不便地域の解消 

 

視点２ 子ども・高齢者・障害者など様々な層の移動手段の確保 

資料：市民アンケート

図 日常の移動に関する意見 

資料：国土数値情報、令和 2 年国勢調査、泉佐野市データ

図 人口カバー状況 
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課題２ 利用者を増やすための市民ニーズに対応した公共交通サービスの維持・向上が必要 

 

 

問 題 点  課 題 

・便数やコミュニティバスの一方向運行、バス

停・駅までの距離に対する不満の声がある 

 ・市民の不安に感じる点を解消し、利便性向上

に向けた取組を推進する必要がある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 題 点 

・不満に感じている理由が解消された場合には利用を検

討したい意向を９割が示している 

課 題 

・サービスの向上により、潜在ニーズを持つ新たな利用

者の獲得による公共交通の利用者増が求められる 

 

 

問 題 点 

・市民の移動手段は自家用車に依存

している 

・高齢化が進む中、移動困難者が増え

ることが懸念される 

課 題 

・持続可能な公共交通サービスの実

現に向け、クルマ社会からの脱却と

公共交通の積極的な利用が必要 

視点１ 市民ニーズへの対応 

視点２ 潜在ニーズに応え新たな利用者を確保 

視点３ クルマ社会からの脱却 

積極的に

利用したい

17.3%

利用することも選択肢の

一つに考えたい

73.0%

改善されても

利用しない

7.6%

既に利用している

2.0%
n=54

資料：市民アンケート

図 市民の移動手段 

資料：市民アンケート

図 不満解消時の利用意向 

資料：市民アンケート

図 日常の移動に関して不自由や不安を感じる理由 
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課題３ 様々な層の利用者にとって利用しやすい公共交通環境の形成が必要 

 

 

問 題 点  課 題 

・市民アンケートでは待合環境への満足度は

低い 

・コミュニティバス車内での利用者に対する

聞き取り調査では、遅延や運行案内の内容に

対して否定的な意見が多かった 

 ・公共交通の利用環境を改善し、市民が利用し

たいと思えるような公共交通環境づくりを

推進していく必要がある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 題 点  課 題 

・市民アンケートやコミュニティバス車内で

の利用者に対する聞き取り調査では「並んで

いても割り込みされることがある」、「席をゆ

ずってもらえない」などの声があった 

 ・多くの市民に利用してもらうためには、利用

マナーの向上を徹底する必要がある 

 

 

問 題 点  課 題 

・市民アンケートでは「コミュニティバスの乗

り方や路線が分からないため広報してほし

い」などの声があった 

・本市の交通分担率は自家用車に依存してい

る 

 ・現在は公共交通を利用していない層に対し

ても、健康や社会問題に配慮し、公共交通の

利用を促すようなモビリティマネジメント

の取組を進める必要がある 

視点１ 待合環境などの利用環境の改善 

資料：市民アンケート

図 コミュニティバスの満足度 

視点２ 公共交通利用マナーの向上 

視点３ モビリティマネジメントの推進 



第３章 地域公共交通の課題 

47 

第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

第
５
章 

第
６
章 

 

課題４ 日々変化する社会問題・課題への対応・調整が必要 

 

 

問 題 点  課 題 

・近年、社会的な課題となっている地球環境問

題への対応が求められる中、本市では CO2の

排出量が増加する一因である自家用車の利

用率が高い状況 

・交通 GX（カーボンニュートラルと経済成長

の両立）の実現が求められている 

 ・自家用車に比べ、一度に多くの人を輸送で

き、比較的 CO2の排出量が少ない鉄道やバス

の利用を市民に促す必要がある 

・将来的な電気バス等の次世代自動車の導入

を推進する必要がある 

 

 

 

問 題 点  課 題 

・市内を運行する鉄道や路線バスの運行情報

は各事業者のホームページ等で確認するこ

とができるが、一元的な整理はできていない 

・生産年齢人口の減少等を踏まえ、交通 DX を

進め、より効率的な運行 ・運営が求められる 

 ・自動運転や MaaS 等の新たな技術の活用によ

る運送サービスの質の向上が必要 

・本市の地域公共交通サービスに対して、最適

な技術や取組を採用し、利便性・持続可能性・

生産性の向上により、経営効率化・経営力強

化を図る必要がある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

視点１ 脱炭素社会の実現 

視点２ 新技術の活用 

出典：国土交通省「日本版 MaaS の推進」 

MaaS（Mobility as a Service） 

MaaS とは、地域住民や旅行者一人一人のト

リップ単位での移動ニーズに対応して、複数

の公共交通やそれ以外の移動サービスを最適

に組み合わせて検索・予約・決済等を一括で行

うサービスです。 

観光や医療等の目的地における交通以外の

サービス等との連携により、移動の利便性向

上や地域の課題解決にも資する重要な手段と

なるものです。 

関西地方では日本初の大規模 MaaS となる

KANSAI MaaS の取組を実施するなど、全国各地

で実証実験による研究が進められています。 
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問 題 点  課 題 

・物流・運送業界の「2024 年問題」により、交

通事業者は人手不足に拍車がかかり、乗務員

不足が顕著な問題となっている 

 ・公共交通の存続が危ぶまれる中、事業者との

連携を強化しつつ、AI などの新技術を活用

しながら地域公共交通を維持していく必要

がある 

 

 

 

問 題 点  課 題 

・ポストコロナ時代において、リモートワーク

の普及等による生活様式の変化など社会構

造は急速に変化している 

・各地でシェアサイクルや電動キックボード

などのマイクロモビリティサービスが導入

される中、本市のシェアサイクルは令和 6

（2024）年 9 月より利用停止となっている 

 ・社会構造の変化に伴い、配送サービスやマイ

クロモビリティの需要が増加しつつあり、新

たなニーズについても対応する必要がある 

・今後も時代の変化に応じてニーズが変化す

ることが予想される中、変化を的確にとらえ

適応していく必要がある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

視点３ 運転手不足への対応 

視点４ 時代のニーズへの対応 

2024 年問題 

令和 6 （2024）年 4 月より、働き方改革関連法の施行により、運転手の 1 日の休息時間が「継

続 8 時間」から「継続 11 時間を基本とし、継続 9 時間が下限」に改正されました。 

これにより、運転手の労働環境は改善されたものの、運転時間の縮減による人員不足に伴う

公共交通の維持・確保に及ぼす影響が深刻化しています。 


